
は し が き

金融機関は、顧客との間で、預金、融資をはじめとするさまざまな取

引を行っていますが、それらはすべて法的根拠に基づいて処理されてい

ます。

この点、日常業務においては、各金融機関の事務マニュアル等に従っ

て業務を行っていれば特に問題が生じることもほとんどないため、日常

の中で法務知識の必要性を感じることはないかもしれません。ただ、異

例事態やトラブルが発生した場合には、その取引に関する法的理解に立

ち戻って問題の解決を図ることが必要となります。

そもそも、金融法務の基本的理解ができていないと事務マニュアル等

が定めるルールを正しく理解することができず、意図せずルールに抵触

してしまうことも想定されます。

ここに、金融法務の知識を習得する意味があります。

本書は、金融法務にはじめて接する若手行職員の方々が、法務の初歩

的理解ができるよう、預金、融資、為替等の基本取引について特に重要

な項目に絞り、適宜、用語解説を交えながらわかりやすく解説すること

を心がけました。各項目の見出しを質問形式にし、原則、見開き2頁で

簡潔に記述してありますので、知りたい項目が一目でわかるようになっ

ています。

また、第2版では、手形交換所から電子交換所に移行したことを受け、

手形交換に関する項目を改訂したほか、個人情報の保護に関する法律等、



近時の法改正を受けた改訂を行いました。

本書によって、新入行職員を含めた若手行職員の方々が金融法務の基

礎的理解を深め、正確な業務遂行をするうえでの一助となれば幸甚です。

最後に、本書の執筆にあたっては、経済法令研究会の地切修氏に原稿

の編集等で尽力いただき、また、当事務所の高橋遼弁護士には関連法令

の調査、原稿の校正等でご協力いただいたので、ここに両氏に対して謝

意を表します。

2023年1月

	 堀総合法律事務所パートナー弁護士

	 藤池	智則、髙木	いづみ
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1　銀行法、信用金庫法など各業法がある

（1）　銀行法の適用と準用
金融機関に適用される金融規制法として最も重要なものは銀行法です。
銀行法は、銀行に適用されるものですが、各協同組織金融機関（信用金
庫、信用組合等）を規律する業法においても準用されています。
（2）　銀行法の目的
銀行法 1条 1項では、銀行法の目的は「銀行の業務の公共性にかんが
み、信用を維持し、預金者等の保護を確保するとともに金融の円滑を図
るため、銀行の業務の健全かつ適切な運営を期し、もって国民経済の健
全な発展に資する」点にあるとされています。
銀行のような預金取扱金融機関は、預金業務により受け入れた資金を
もって貸付業務や送金業務（為替業務）を行います。そして、これらの
業務により、資金を資金需要者につなぐ金融仲介機能を提供し、また、
貸付により新たな預金を創出するという信用創造機能も提供します。こ
れらの機能により、国民の余剰資金を資金需要者に行き渡らせることが
でき、ここに銀行業務の公共的性格が認められます。
しかし、預金者は、銀行を信用しないと、直ちに預金の払戻しを請求
することとなるでしょう。一方で、預金を原資とする貸付は、通常一定
の期限が設定されており、銀行が要求したからといって直ちに返金され
るべき性質のものではありません。
そのため、銀行が貸付や投資の失敗等により、信用をなくして取付け
騒ぎが生じると、資金繰りが悪化して、経営破綻し、それにより、国民
経済に重大な悪影響を及ぼすおそれがあります。

1
金融機関を規制する法律には
どのようなものがあるか

1　金融取引と法
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それゆえ、銀行業務の健全性確保と銀行の信用の維持の観点から、銀
行法は、銀行業務を免許制にするとともに、自己資本比率規制、業務範
囲規制、議決権保有規制、金融庁による監督等の厳格な規制を置いてい
るのです。
（3）　その他の規制法
そのほか、預金取扱金融機関を規制する法律として、預金保険法、臨
時金利調整法、出資法、独占禁止法、外国為替及び外国貿易法、金融商
品取引法、犯罪収益移転防止法等種々のものがあります。

2　金融取引関連法として、民法、会社法、手形法等がある

金融機関が行う個々の取引は、私人間の取引です。したがって、金融
取引においては、私人間の法律関係を規律する民法、商法、会社法、手
形法、小切手法、利息制限法、消費者契約法、金融サービスの提供に関
する法律等の実体法、民事訴訟法、民事執行法、民事保全法等の手続法、
破産法、民事再生法等の倒産法といった私法上のルールが適用されます。

3　法律には任意規定と強行規定がある

法律の規定には、当事者間の合意によって排除できる任意規定と、国
や社会の秩序維持や経済的弱者保護の観点から、その定めに反する当事
者間の合意が許されない強行規定があります。
このうち任意規定は、当事者間の契約にこれに反する定めがない場合
に契約内容を補充します。他方、強行規定は、金融機関が締結する契約
の内容や契約締結のための勧誘行為等を制約します。こうした制約は、
金融機関とその顧客の間の情報・交渉力等の格差にかんがみた、消費者
や社会的弱者の保護の観点からのものです。

3
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1　あらかじめ定型化された契約条項を約款という

私人間の法律関係は個人の自由な意思によって決定されるため、金融
機関は、いかなる者と、いかなる内容の契約を締結するか、自主的に判
断できます。ただ、金融機関がすべての取引の契約内容を個別の顧客ご
とに判断するとなると、非常に時間と手間がかかります。
そこで、定型的サービスについては、金融機関があらかじめ契約条項
を定めて契約内容を定型化し、顧客に適用する約款を制定しておく必要
があります。

2　民法に定型約款の規定が明文化されている

改正前民法においては、約款について明文がありませんでした。その
ため、金融機関が制定した約款が顧客に対して拘束力を有するためには、
顧客が約款に同意するか、顧客が約款を知りうる状況に置いておくこと
が必要であると考えられていました。
債権法改正によって「定型約款」について定義規定が新設され、一定
の要件を充たした場合に定型約款が拘束力を持つことが明文化されまし
た。
定型約款は、「定型取引において、契約の内容とすることを目的とし
てその特定の者により準備された条項の総体」と定義されており、「定
型取引」とは、「ある特定の者が不特定多数の者を相手方として行う取
引であって、その内容の全部又は一部が画一的であることがその双方に
とって合理的なもの」をいいます（民法 548 条の 2第 1項）。
この定義に照らすと、従来まで約款と呼ばれていたものすべてが定型

2 約款とはどのようなものか
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約款になるとは限りません（定型約款に当たらない約款については、従
来と同じ扱いがなされる）。
「定型約款」が拘束力を持つためには、①契約当事者が、定型約款を
契約の内容とすることを合意したこと、または、②定型約款を準備した
者があらかじめその定型約款を契約の内容とする旨を相手方に表示した
ことが必要となります。
ただし、相手方の権利を制限し、または義務を加重するような条項で
あって、その定型取引の態様および実情ならびに取引上の社会通念に照
らして信義則に反して相手方の権利を一方的に害するものと認められる
場合は、その条項に拘束力は生じません（同条 2項）。

3　定型約款の変更

定型約款の変更についても以下のようなルールが定められています。
①�　定型約款の変更が、相手方の一般の利益に適合する、または変更
が契約をした目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の
相当性、定型約款の変更をすることがある旨の定めの有無およびそ
の内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものである（民
法 548 条の 4第 1項）。
②�　変更後の定型約款の内容ならびに当該発生時期をインターネット
等により周知する（同条 2項）。

<定型約款に該当するもの>
　・預金規定
　・インターネットバンキング規定
　・カードローン規定
　・住宅ローン規定
<定型約款に該当しないもの>
　・銀行取引約定書
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東京大学法学部卒業
〔主要著書・論文〕
『金融機関の法務対策 6000 講』（金融財政事情研究会、共著）、『新訂 貸出管
理回収手続双書 回収』（金融財政事情研究会、共著）

「ケーススタディ窓口実務」（金融法務事情 1766 号、1769 号、1771 号、1774
号、1777 号、1779 号、1782 号、1785 号、1787 号、1790 号、1792 号、1795 号、
共著）ほか


